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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」につきましては、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

３．提出会社は、平成17年５月20日付で、普通株式１株につき1.5株の株式分割を行っております。 

４．純資産額の算定にあたり、第61期中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （百万円） 11,629 12,515 14,124 23,144 24,353 

経常利益 （百万円） 3,904 3,283 4,825 7,601 6,147 

中間（当期）純利益 （百万円） 2,399 2,016 2,940 4,677 3,534 

純資産額 （百万円） 48,136 51,482 54,160 50,693 52,832 

総資産額 （百万円） 54,351 58,240 61,664 57,332 59,243 

１株当たり純資産額 （円） 829.74 887.45 941.76 872.70 910.73 

１株当たり中間（当

期）純利益 
（円） 41.09 34.75 50.96 79.24 60.93 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益 
（円）

－ － － － － 

自己資本比率 （％） 88.6 88.4 87.8 88.4 89.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 2,682 △178 3,066 6,540 2,286 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △2,824 △131 △1,142 △4,241 △1,440 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △1,348 △868 △720 △1,931 △1,592 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
（百万円） 5,398 6,267 7,935 7,395 6,730 

従業員数 

（外、平均臨時従業員

数） 

（人）
529 

(82) 

555 

(74) 

579 

(73) 

544 

(79) 

557 

(73) 



（2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第60期中間会計期間、第61期中間会計期間及び第62期中間会計期間の「１株当たり純資産額」、「１株当た

り中間純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間純利益」につきましては、中間連結財務諸表を作成し

ているため、記載を省略しております。 

３．第60期及び第61期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」につきましては、潜在株式がないため記載し

ておりません。 

４．平成17年５月20日付で、普通株式１株につき1.5株の株式分割を行っております。 

５．純資産額の算定にあたり、第61期中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準（企

業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （百万円） 10,605 11,313 12,745 20,971 21,920 

経常利益 （百万円） 4,041 3,350 5,037 7,796 6,382 

中間（当期）純利益 （百万円） 1,073 2,158 3,233 3,473 4,025 

資本金 （百万円） 3,840 3,840 3,840 3,840 3,840 

発行済株式総数 （千株） 58,584 58,584 58,584 58,584 58,584 

純資産額 （百万円） 48,565 52,093 55,091 51,084 53,640 

総資産額 （百万円） 54,546 58,667 62,140 57,438 59,635 

１株当たり純資産額 （円） － － － 879.44 924.66 

１株当たり中間（当

期）純利益 
（円） － － － 58.55 69.38 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益 
（円）

－ － － － － 

１株当たり配当額 （円） 10.00 12.50 12.50 25.00 25.00 

自己資本比率 （％） 89.0 88.8 88.7 88.9 89.9 

従業員数 

（外、平均臨時従業員

数） 

（人）
405 

(63) 

429 

(57) 

445 

(52) 

414 

(62) 

429 

(56) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

 なお、平成19年５月に生化学バイオビジネス㈱を設立し、平成19年10月１日付けで当社の機能化学品関連事業を会

社分割（吸収分割）し、生化学バイオビジネス㈱が同事業を承継し営業を開始しております。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社になっております。 

 （注）１．生化学バイオビジネス㈱は平成19年10月１日より営業を開始しております。 

２．連結子会社でありましたアソシエーツ オブ ケープ コッド ゲーエムベーハーは平成19年５月に清算結

了しております。 

４【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 

 当社グループは医薬品及びその関連品の製造、仕入並びに販売という単一セグメントに属する事業を行ってお

りますが、当社グループにおける事業区分に基づいた従業員の状況は次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数（契約社員を含む）は、当中間連結会計期間の平均人員数を

（ ）内に外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員は、管理部門に所属している者であります。 

（2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数（契約社員を含む）は、当中間会計期間の平均人員数を（ ）内に

外数で記載しております。 

（3）労働組合の状況 

 労使関係について、特に記載すべき事項はありません。 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 

議決権の所
有（又は被
所有）割合 

（％） 

関係内容 

生化学バイオビジネ

ス㈱ 

 （注）１ 

東京都 

千代田区 
10百万円 

医薬品原体の仕

入・販売、試薬の

製造・仕入及び販

売 

100.0 
 当社の事業に係る左記事

業を行う予定であります。 

  （平成19年９月30日現在）

事業区分 従業員数（人） 

医薬品 283 (40) 

医薬品原体  54 ( 6) 

試薬・診断薬 170 (24) 

その他 1 ( 0) 

全社（共通）  71 ( 3) 

合計  579 (73) 

  （平成19年９月30日現在）

従業員数（人）  445 (52) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

 当中間連結会計期間（以下、「当中間期」）の国内医薬品の事業環境は、医療財政の逼迫を背景とした医療費抑制

策が浸透するなかで、厳しい状況が続きました。海外においても、欧米などの先進国を中心に薬剤費削減に向けた制

度改正などにより医薬品市場の成長に減速感が見られ、競合はさらに激化しています。 

 このような状況のもと、当中間期の売上高は、国内外での医薬品の売上拡大や一過性要因によるロイヤルティーの

増加などにより、141億2千4百万円（前年同期比12.9％増）となりました。売上拡大に伴う売上総利益が増加したこ

とに加え、前年同期にライセンス契約一時金の支出により増加した研究開発費が当中間期に減少したことなどによ

り、営業利益は45億3千1百万円（同47.7％増）となりました。経常利益は、受取配当金の増加等により48億2千5百万

円（同47.0％増）となり、中間純利益は、29億4千万円（同45.9％増）となりました。   

①事業区分別の売上概況 

＜医薬品＞ 

         関節機能改善剤アルツについては、販売提携先の科研製薬㈱とともに、ヒアルロン酸製剤による治療法の啓発 

       活動に注力し、より多くの医師や患者の皆さまの認知度が向上した結果、前年同期を上回る売上となりました。 

       輸出売上は、主要市場である米国向けの出荷が当中間期に集中したこと、今後の成長期待市場である中国向けの 

       拡大も寄与したことから、増収となりました。 

     眼科手術補助剤オペガンは、販売提携先の参天製薬㈱と連携し、医療機関のニーズを捉えたきめの細かい学術

       情報提供活動を行ったことにより、市場浸透がさらに進み、売上を伸ばすとともに市場シェアも拡大しました。 

         平成19年８月に販売を開始したヒアルロン酸を主成分とする内視鏡用粘膜下注入材ムコアップにつきまして 

    は、新たな市場創出に向けた営業活動を推進しており、医療機関での使用が順調に広がっています。       

         これらの結果、医薬品の売上高は103億6千5百万円（同12.5％増）となりました。 

＜医薬品原体＞ 

コンドロイチン硫酸の需要減少やヒアルロン酸の出荷の時期ずれの影響を受けましたが、肝臓水解物の事業譲

渡先への製品引渡しによる一過性要因の増収がありました。  

この結果、医薬品原体の売上高は9億2千3百万円（同1.0％増）となりました。 

＜試薬・診断薬＞ 

品質管理及び人工透析向けのエンドトキシン測定試薬が売上を伸ばし、さらに糖質研究用試薬、食品アレルギ

ー物質測定試薬も堅調に推移しました。 

         この結果、試薬・診断薬の売上高は23億3千9百万円（同8.7％増）となりました。 

②所在地別の業績 

前述した売上概況のもと、日本では売上高127億4千5百万円（同12.7％増）、営業利益47億1千4百万円（同

52.1％増）、北米では売上高10億9千3百万円（同13.6％増）、営業損失3億6千9百万円（前年同期は営業損失1億5

千4百万円）、その他の地域では売上高6億2千6百万円（前年同期比26.8％増）、営業利益1億5千5百万円（同

40.0％増）となりました。 

（2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年同期に比べ16億6千8百

万円増加し、79億3千5百万円（前年同期比26.6％増）となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は30億6千6百万円（前年同期は1億7千8百万円の支出）となりました。これは主に

税金等調整前中間純利益が48億2千5百万円となり、法人税等の支払い（9億6千7百万円）及び売上債権の増加（7

億3千万円）等の結果であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は11億4千2百万円（同767.1％増）となりました。これは主に有形固定資産の取得

による支出（15億4千6百万円）等の結果であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は7億2千万円（同17.0％減）となりました。これは主に配当金の支払実施による

支出（7億2千5百万円）等の結果であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社グループでは、見込生産によっており、受注生産は行っておりません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

医薬品 10,459 24.8 

医薬品原体 899 2.6 

試薬・診断薬 1,131 △35.5 

その他 25 22.8 

合計 12,515 13.5 

事業区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

医薬品 102 44.1 

試薬・診断薬 396 6.5 

その他 － △100.0 

合計 498 11.3 

事業区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

医薬品 10,365 12.5 

医薬品原体 923 1.0 

試薬・診断薬 2,339 8.7 

その他 495 108.4 

合計 14,124 12.9 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

科研製薬㈱ 6,154 49.2 6,512 46.1 

スミス・アンド・ネフュー社 1,931 15.4 2,368 16.8 

参天製薬㈱ 1,310 10.5 1,411 10.0 



３【対処すべき課題】 

 当社グループを取り巻く事業環境は、国境を越えて広がる医療費抑制策、企業の大型再編や新薬開発競争の激化と

それに伴う研究開発コストの増大などによりめまぐるしく変化しています。また、経済、環境、社会を要素とした企

業が果たすべき社会的責任への要請も高まりつつあります。  

      当社グループでは、これらの環境変化にタイムリーかつ的確に対応することで着実な事業発展を図り、成長ドライ

    ブをかけるために次の３項目を経営の重点課題として、その実現に鋭意取り組んでいきます。 

Ⅰ．“Speed(スピード)”コアビジネスである医薬品事業の強化 

①ヒアルロン酸製剤の売上維持と拡大 

・国内市場での成長性の確保 

     販売提携先と連携し、学術情報提供活動を主体とした販売支援や医療機関のニーズに対応した製品改良によ 

    り、競争力をさらに高めるとともに、ヒアルロン酸製剤による治療法の認知度向上に努め、高齢者人口増加を背

    景とした市場拡大に見合う販売数量の増加に注力していきます。 

・米国市場でのシェアアップと新規市場の開拓 

海外最大の関節機能改善剤市場である米国においてさらなる拡販を目指し、製品ラインナップの拡充や適応拡

大等により、当社製品の競争力強化を図ります。また、成長を続けている中国での市場浸透に努めるとともに、

中長期的にポテンシャルの高い新規市場開拓も進めていきます。 

・製品増産体制の構築 

国内外における販売数量の増加に対応するために、新たな製剤棟を建設し、生産能力向上と災害リスクへの対

応を図り、製品の安定的な供給体制を確立します。 

②スピードを意識した研究開発活動 

マネジメントレベルの人材補強・研究開発本部制導入により組織体制を整備し、新薬開発の総合力を高めるとと

もに、自社開発、ライセンス活動、国内外企業・大学等とのアライアンスをバランスよく推進し、新製品の早期か

つ継続的な上市を目指します。 

    なお、平成18年10月に厚生労働省による製造承認を取得した内視鏡用粘膜下注入材ムコアップ（SI-4404）につ 

   いては、平成19年８月にジョンソン・エンド・ジョンソン㈱メディカル カンパニーを販売提携先として発売しま 

   した。 

Ⅱ．“Specialty(スペシャリティ)”医薬品外事業の収益性の確保 

医薬品原体や試薬・診断薬などの機能化学品関連事業については、収益構造の改善を進めるとともに製品競争力を

向上させ、事業基盤の強化に努めます。その一環として、平成19年10月１日付けで生化学バイオビジネス㈱に同事業

を承継する会社分割を行いました。今後、同事業を独立運営することにより、経営の機動力を高め、意思決定の迅速

化による効率的な事業展開を図っていきます。 

Ⅲ．“Sustainability(サスティナビリティ)”企業の社会的責任の遂行 

株主をはじめとするステークホルダーの皆さまからの信頼を引き続き確保していくために、コンプライアンスの徹

底と内部統制システムのさらなる整備を進め、コーポレート・ガバナンスの向上に努めます。また、会社情報を的

確、公平、積極的に開示するための体制を充実させ、経営の透明性の向上を図っていきます。 



４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結しました重要な契約は次のとおりであります。 

 １．会社分割契約 

   当社は、平成19年７月17日開催の取締役会において、平成19年10月１日付けで当社の機能化学品関連事業を会社分割 

 （吸収分割）し、完全子会社である生化学バイオビジネス㈱に同事業を承継する決議を行い、同年７月17日に会社分割 

 契約を締結しました。 

 ・生化学バイオビジネス㈱の概要 

  代 表 者  代表取締役社長  前田 秀一 

  住  所  東京都千代田区神田東松下町39番地 

  資 本 金  100百万円（平成19年10月１日現在） 

  事業内容  医薬品原体及び体外診断薬の販売、試薬の製造・販売等 

なお、詳細は「第５ 経理の状況 ２．中間財務諸表等」の重要な後発事象に記載しております。 

 ２．販売代理店契約 

相手先 契約締結年月日 契約内容及び期間 

ジョンソン・エンド・

ジョンソン株式会社 

メディカル カンパニー 

平成19年４月25日 

 ムコアップの国内販売権 

  契約期間：契約締結日から平成25年３月末日まで 

       以降１年ごとに更新 



５【研究開発活動】 

当社グループは、研究開発重視の基本方針のもと、専門分野としているグライコサイエンス（糖質科学）を中心

に、世界の人々の健康で心豊かな生活（クオリティー・オブ・ライフ）の向上に貢献する独創的な医薬品等の創製に

取り組んでいます。今後の事業成長の鍵を握る新製品開発を早期かつ継続的に実施するために、自社開発、ライセン

ス活動、国内外企業・大学等とのアライアンスをバランスよく推進させるとともに、マネジメントレベルの人材補

強、研究開発本部制の導入などによる組織体制の整備にも努めています。 

   当社グループでは、研究開発本部を中心に医薬品（医療機器を含む）、医薬品原体、試薬・診断薬の研究開発を 

  展開しており、そのスタッフ数は平成19年９月末時点で総従業員の33.9％に当たる196名、当中間連結会計期間にお 

  ける研究開発費の総額は20億8千2百万円（対連結売上高比14.7％）となっています。 

各事業別の主要課題、成果及び研究開発費は以下のとおりです。 

(1)医薬品及び医薬品原体事業 

   糖鎖生物学上の重要分子であるグリコサミノグリカン（GAG）及びその関連物質を主な創薬対象物質とし、関節疾 

  患を重点目標疾患と定めることでテーマの選択と集中を図り、新薬開発の可能性の拡大と効率化に注力しています。

医薬品の研究開発活動の状況は次のとおりです。 

平成18年10月に厚生労働省による製造承認を取得した内視鏡用粘膜下注入材「SI-4404」（「ムコアップ」）につ

きましては、ジョンソン・エンド・ジョンソン㈱メディカル カンパニーを販売代理店として平成19年８月に販売を

開始しました。 

   米国で第Ⅲ相試験段階にある架橋ヒアルロン酸ゲルを応用した新規の変形性膝関節症治療剤「Gel-200」は、平成 

  19年８月に目標症例数の患者登録が完了し、平成20年３月期中に治験を終了する見込みとなりました。既存製品のス

  パルツ(複数回投与製品)に加え、Gel-200(単回投与製品)を開発・上市することで、米国市場における関節治療領域 

  での製品ラインナップの拡充を図る計画です。  

   平成19年５月に開始した米国スパルツの変形性肩関節症の適応症追加「SI-602」の第Ⅲ相試験は順調に進捗しまし

  た。この試験は、販売提携先スミス・アンド・ネフュー社と共同で進めており、米国スパルツの関節治療領域におけ

  る臨床的価値の向上を目的とするものです。 

   コンドロイチン硫酸などのGAGを分解する酵素、コンドロイチナーゼABCを用いた腰椎椎間板ヘルニア治療剤「SI- 

  6603」については、平成19年11月15日付けで日本における第Ⅱ/Ⅲ相試験の治験届を独立行政法人医薬品医療機器総 

  合機構に提出しました。被験者の方々への投与開始は平成20年１月を予定しています。また、米国でも第Ⅱ相試験の

  開始準備を進めています。  

   導入テーマである炎症性疾患治療剤「SI-3106」（抗VAP-１モノクローナル抗体）、関節リウマチ治療剤「SI- 

  615」（アデノシンA３レセプター アゴニスト）につきましては、ライセンサーが実施する臨床試験の結果を受けた 

  後、日本での開発方針を検討することを予定しています。 

   この他に、自社開発の前臨床段階テーマとして、GAGからのアプローチの眼科領域１テーマ、重点疾患からのアプ 

  ローチの関節疾患領域１テーマが進行しており、早期の臨床試験開始を目指しています。 

   医薬品原体分野につきましては、既存製品の競争力強化のための研究に注力しました。 

   当事業に係る研究開発費は18億5千6百万円、研究開発スタッフは176名となっています。 

(2)試薬・診断薬事業 

長年培った専門技術をベースに科学、医学の進歩に即応した品質管理用試薬、創薬支援用試薬及び体外診断薬の研

究開発を進めています。また、GAGに関わる抗体の導入ならびに用途開発に向け、積極的な活動を推進しています。 

当事業に係る研究開発費は2億2千5百万円、研究開発スタッフは20名となっています。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

（4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 234,000,000 

計 234,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 58,584,093 58,584,093 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 58,584,093 58,584,093 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日  
－ 58,584,093 － 3,840 － 5,301 



（5）【大株主の状況】 

 （注）１．投資顧問会社アーノルド・アンド・エス・ブレイクロウダー・アドバイザーズ・エルエルシーの代理人弁護

士より平成19年９月14日現在で4,702千株を保有している旨の大量保有報告書（写し）の提出を受けており

ますが、当社としては当中間会計期間末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状

況には含めておりません。 

なお、アーノルド・アンド・エス・ブレイクロウダー・アドバイザーズ・エルエルシーの大量保有報告書 

（写し）の内容は以下のとおりであります。 

大量保有者：アーノルド・アンド・エス・ブレイクロウダー・アドバイザーズ・エルエルシー 

住所：1345，アベニュー・オブ・ジ・アメリカズ，ニューヨーク，NY，米国 

所有内容：株式4,702千株 

発行済株式総数に対する所有株式数の割合（％）：8.03％ 

２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数3,105千株は、全て退職給付信託分であります。 

３．資産管理サービス信託銀行株式会社の所有株式数1,973千株は、全て退職給付信託分であります。 

４．日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数1,017千株は、全て信託業務に係るものであります。 

５．上記のほか、自己株式が1,074千株あります。  

  （平成19年９月30日現在）

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

新業株式会社 東京都千代田区一ツ橋２丁目４番３号 7,843 13.38 

株式会社開生社 東京都千代田区一ツ橋２丁目４番３号 7,793 13.30 

ステートストリートバンクアンド
トラストカンパニー（常任代理人
株式会社みずほコーポレート銀行
兜町証券決済業務室） 

P.O.BOX 351 ボストン マサチューセッ
ツ 02101 米国 

 （東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
4,367 7.45 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（三菱化学株式会社退職給
付信託口）（注）２ 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 3,105 5.30 

資産管理サービス信託銀行株式会
社（みずほ信託退職給付信託みず
ほ銀行口）（注）３ 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,973 3.36 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,536 2.62 

有限会社ソウメイ 愛知県名古屋市中区橘１丁目16番37号 1,248 2.13 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）（注）４ 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,017 1.73 

明治安田生命保険相互会社（常任
代理人 資産管理サービス信託銀
行株式会社） 

東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 
（東京都中央区晴海１丁目８番12号） 

860 1.46 

科研製薬株式会社  東京都文京区本駒込２丁目28番８号 807 1.37 

計 － 30,552 52.15 



（6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれておりま

す。なお「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数40個は含まれておりませ

ん。 

３．「単元未満株式」の株式数の欄には、当社所有の自己株式21株が含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注）上記以外に自己名義所有の単元未満株式21株を保有しております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  （平成19年９月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）（注）１ 普通株式  1,074,500 － － 

完全議決権株式（その他）（注）２ 普通株式 57,390,500 573,865 － 

単元未満株式（注）３ 普通株式    119,093 － 
１単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数 58,584,093 － － 

総株主の議決権 － 573,865 － 

  （平成19年９月30日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

生化学工業株式会社 
東京都千代田区丸の

内１丁目６番１号 
1,074,500 － 1,074,500 1.83 

計 － 1,074,500 － 1,074,500 1.83 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 1,327 1,415 1,503 1,469 1,415 1,410 

低（円） 1,236 1,250 1,387 1,267 1,234 1,262 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（1） 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規

則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。 

（2） 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで）の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財

務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

（1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     5,270     6,940     5,734  

２．受取手形及び売掛
金 

※２   8,737     8,689     7,945  

３．有価証券     4,853     4,817     4,685  

４．棚卸資産     3,909     4,006     4,074  

５．その他     1,475     1,883     1,366  

貸倒引当金     △4     △8     △3  

流動資産合計     24,242 41.6   26,328 42.7   23,803 40.2 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

（1）建物及び構築物   4,947     5,058     5,202    

（2）その他   3,863 8,810   6,457 11,516   5,132 10,335  

２．無形固定資産     581     513     556  

３．投資その他の資産                    

（1）投資有価証券   22,889     21,558     22,831    

（2）その他 ※３ 2,127     2,139     2,128    

貸倒引当金   △411 24,606   △391 23,306   △411 24,548  

固定資産合計     33,998 58.4   35,336 57.3   35,440 59.8 

資産合計     58,240 100.0   61,664 100.0   59,243 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金 

※２   789     938     848  

２．未払法人税等     1,358     1,841     1,092  

３．賞与引当金     553     557     537  

４．役員賞与引当金     23     －     47  

５．その他     2,309     1,966     2,046  

流動負債合計     5,034 8.6   5,304 8.6   4,571 7.7 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金     －     700     －  

２．退職給付引当金     842     395     616  

３．その他     880     1,104     1,223  

固定負債合計     1,723 3.0   2,199 3.6   1,839 3.1 

負債合計     6,758 11.6   7,504 12.2   6,411 10.8 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     3,840 6.6   3,840 6.2   3,840 6.5

２．資本剰余金     5,301 9.1   5,301 8.6   5,301 9.0

３．利益剰余金     40,918 70.3   43,927 71.3   41,711 70.4

４．自己株式     △634 △1.1   △1,327 △2.2   △635 △1.1

株主資本合計     49,425 84.9   51,742 83.9   50,218 84.8 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評
価差額金     2,151 3.7   2,191 3.5   2,558 4.3

２．為替換算調整勘定     △95 △0.2   226 0.4   56 0.1

評価・換算差額等合
計     2,056 3.5   2,418 3.9   2,614 4.4 

純資産合計     51,482 88.4   54,160 87.8   52,832 89.2 

負債純資産合計     58,240 100.0   61,664 100.0   59,243 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     12,515 100.0   14,124 100.0   24,353 100.0 

Ⅱ 売上原価     3,922 31.3   4,527 32.1   7,799 32.0 

売上総利益     8,593 68.7   9,596 67.9   16,554 68.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   5,524 44.2   5,065 35.8   10,982 45.1 

営業利益     3,068 24.5   4,531 32.1   5,571 22.9 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   109     130     230    

２．受取配当金   70     122     182    

３. 投資有価証券売却
益   28     －     －    

４．為替差益   38     39     130    

５．その他   12 259 2.1 41 334 2.4 43 586 2.4 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   －     4     －    

２．投資有価証券評価
損   －     26     －    

３．投資事業組合損失   10     －     8    

４. 固定資産除却損   33     5     －    

５．その他   1 45 0.4 4 40 0.3 1 10 0.1 

経常利益     3,283 26.2   4,825 34.2   6,147 25.2 

Ⅵ 特別損失                    

１．固定資産除却損   － － － － － － 68 68 0.2 

税金等調整前中間
（当期）純利益     3,283 26.2   4,825 34.2   6,079 25.0 

法人税、住民税及
び事業税   1,388     1,792     2,485    

法人税等調整額   △121 1,267 10.1 91 1,884 13.4 59 2,544 10.5 

中間（当期）純利
益     2,016 16.1   2,940 20.8   3,534 14.5 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合
計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本合

計 

その他有
価証券評
価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換
算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,840 5,301 39,837 △634 48,345 2,364 △17 2,347 50,693 

中間連結会計期間中の変動額                  

剰余金の配当（注）     △870   △870       △870 

役員賞与（注）      △65   △65       △65 

中間純利益     2,016   2,016       2,016 

自己株式の取得       △1 △1       △1 

自己株式の処分   0   0 1       1 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

          △212 △77 △290 △290 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ 0 1,080 △0 1,079 △212 △77 △290 789 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
3,840 5,301 40,918 △634 49,425 2,151 △95 2,056 51,482 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合
計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本合

計 

その他有
価証券評
価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換
算差額等
合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
3,840 5,301 41,711 △635 50,218 2,558 56 2,614 52,832 

中間連結会計期間中の変動額                  

剰余金の配当     △725   △725       △725 

中間純利益     2,940   2,940       2,940 

自己株式の取得       △691 △691       △691 

自己株式の処分   0   0 0       0 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

          △366 170 △196 △196 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ 0 2,215 △691 1,523 △366 170 △196 1,327 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
3,840 5,301 43,927 △1,327 51,742 2,191 226 2,418 54,160 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合
計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本合

計 

その他有
価証券評
価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換
算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,840 5,301 39,837 △634 48,345 2,364 △17 2,347 50,693 

連結会計年度中の変動額                  

剰余金の配当（注）     △870   △870       △870 

剰余金の配当     △725   △725       △725 

役員賞与（注）      △65   △65       △65 

当期純利益     3,534   3,534       3,534 

自己株式の取得       △2 △2       △2 

自己株式の処分   0   1 1       1 

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 
          193 73 266 266 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ 0 1,873 △1 1,872 193 73 266 2,139 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
3,840 5,301 41,711 △635 50,218 2,558 56 2,614 52,832 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  3,283 4,825 6,079 

減価償却費   572 577 1,211 

退職給付引当金の増
減額 

  △210 △220 △437 

役員退職慰労引当金
の増減額 

  △231 － △231 

受取利息及び受取配
当金 

  △179 △253 △412 

為替差損益   △26 △38 △111 

投資有価証券売却損
益 

  △28 △1 △15 

売上債権の増減額   △2,403 △730 △1,599 

棚卸資産の増減額   153 91 15 

仕入債務の増減額   94 83 149 

役員賞与の支払額   △65 － △65 

その他   449 △557 498 

小計   1,406 3,776 5,080 

利息及び配当金の受
取額 

  178 262 418 

利息の支払額   － △4 － 

法人税等の支払額   △1,763 △967 △3,212 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △178 3,066 2,286 

 



   

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

有価証券の取得によ
る支出 

  △700 △499 △1,000 

有価証券の売却によ
る収入 

  3,100 － － 

有価証券の償還によ
る収入 

  － 2,348 4,954 

有形固定資産の取得
による支出 

  △303 △1,546 △2,435 

無形固定資産の取得
による支出 

  △115 △168 △226 

投資有価証券の取得
による支出 

  △2,144 △2,483 △3,526 

投資有価証券の売却
による収入 

  29 1,221 816 

その他   1 △15 △21 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △131 △1,142 △1,440 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

自己株式の取得によ
る支出 

  － △695 － 

長期借入れによる収
入 

  － 700 － 

配当金の支払額   △868 △725 △1,591 

その他   △0 0 △1 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △868 △720 △1,592 

         

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  50 3 81 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △1,128 1,205 △665 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  7,395 6,730 7,395 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  6,267 7,935 6,730 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社のうちアソシエーツ オ

ブ ケープ コッド インク、ア

ソシエーツ オブ ケープ コッ

ド インターナショナル イン

ク、パイロクァント ディアグノ

スティーク、アソシエーツ オブ

ケープ コッド ゲーエムベーハ

ー及びアソシエーツ オブ ケー

プ コッド エスエーアールエル

の５社を連結の対象としておりま

す。 

 また、子会社のうち、三陸加工

㈱は連結上の総資産、売上高、中

間純利益及び利益剰余金に及ぼす

影響が軽微であり、中間連結財務

諸表に重要な影響を与えないた

め、連結の範囲に含めておりませ

ん。 

 子会社のうちアソシエーツ オ

ブ ケープ コッド インク、ア

ソシエーツ オブ ケープ コッ

ド インターナショナル インク

及びパイロクァント ディアグノ

スティークの３社を連結の対象と

しております。 

 前連結会計年度まで連結子会社

であったアソシエーツ オブ ケ

ープ コッド ゲーエムベーハー

は、当中間連結会計期間中に清算

しております。 

 また、子会社のうち、三陸加工

㈱及び生化学バイオビジネス㈱は

連結上の総資産、売上高、中間純

利益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、中間連結財務諸

表に重要な影響を与えないため、

連結の範囲に含めておりません。 

 子会社のうちアソシエーツ オ

ブ ケープ コッド インク、ア

ソシエーツ オブ ケープ コッ

ド インターナショナル イン

ク、パイロクァント ディアグノ

スティーク及びアソシエーツ オ

ブ ケープ コッド ゲーエムベ

ーハーの４社を連結の対象として

おります。 

 前連結会計年度まで連結子会社

であったアソシエーツ オブ ケ

ープ コッド エスエーアールエ

ルは、当連結会計年度中に清算し

ております。 

 なお、子会社のうち、三陸加工

㈱は連結上の総資産、売上高、当

期純利益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、連結財務諸

表に重要な影響を与えないため、

連結の範囲に含めておりません。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社三陸加工㈱につい

ては、連結上の中間純利益及び利

益剰余金に及ぼす影響が軽微であ

り、中間連結財務諸表に重要な影

響を与えないため、持分法を適用

しておりません。 

 非連結子会社三陸加工㈱及び生

化学バイオビジネス㈱について

は、連結上の中間純利益及び利益

剰余金に及ぼす影響が軽微であ

り、中間連結財務諸表に重要な影

響を与えないため、持分法を適用

しておりません。 

 非連結子会社三陸加工㈱につい

ては、連結上の当期純利益及び利

益剰余金に及ぼす影響が軽微であ

り、連結財務諸表に重要な影響を

与えないため、持分法を適用して

おりません。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は６月

30日であり、中間連結財務諸表の

作成に当たっては、同日現在の中

間財務諸表を使用し、中間連結決

算日との間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整を行っ

ております。 

同左  連結子会社の決算日は12月31日

であり、連結財務諸表の作成に当

たっては、同日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

     

（1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

（イ）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

イ 有価証券 

（イ）満期保有目的の債券 

同左 

イ 有価証券 

(イ）満期保有目的の債券 

同左 

  (ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原

価は主に移動平均法によ

り算定） 

(ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は主として

移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

主に移動平均法による原

価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ロ 棚卸資産 

(イ）商品、貯蔵品 

主に移動平均法による原

価法 

ロ 棚卸資産 

(イ）商品 

主に移動平均法による原

価法 

ロ 棚卸資産 

(イ）商品、貯蔵品 

主に移動平均法による原価

法 

  (ロ）製品、半製品、原材料、

仕掛品 

主に総平均法による原価

法 

(ロ）製品、半製品、原材料、

仕掛品、貯蔵品 

主に総平均法による原価

法 

（会計方針の変更） 

  当社の貯蔵品の評価方

法は、従来、移動平均法

による原価法を採用して

おりましたが、当中間連

結会計期間より総平均法

による原価法に変更いた

しました。この変更は、

事務処理の合理化を図る

とともに、原価管理の充

実を目的として全社的な

情報システムである基幹

業務パッケージを導入し

たことに伴い、原価計算

システムにおける棚卸資

産の評価方法を統一した

ことによるものでありま

す。 

 なお、この変更が中間

連結財務諸表に与える影

響は軽微であります。 

(ロ）製品、半製品、原材料、仕

掛品 

主に総平均法による原価法 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 当社は、定率法により償却し

ております。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物付属設備を除く）につい

ては、定額法により償却してお

ります。 

 在外連結子会社は、主に定額

法により償却しております。 

 なお、主な耐用年数は建物15

～39年、機械装置及び運搬具３

～15年であります。 

イ 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴

い、当中間連結会計期間より、

平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しております。 

 なお、この変更が中間連結財

務諸表に与える影響は軽微であ

ります。 

（追加情報） 

 当社は法人税法改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に

到達した連結会計年度の翌連結

会計年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しておりま

す。 

 なお、この変更が中間連結財

務諸表に与える影響は軽微であ

ります。 

イ 有形固定資産 

同左 

  ロ 無形固定資産 

 定額法により償却しておりま

す。 

 なお、在外連結子会社の特許

権及びのれんについては効果の

及ぶ期間（特許権は17年、のれ

んは15年）に基づく定額法によ

り償却しております。自社利用

のソフトウェアは社内における

利用可能期間（３～５年）に基

づく定額法により償却しており

ます。 

ロ 無形固定資産 

同左 

ロ 無形固定資産 

同左 

  ハ 長期前払費用 

 定額法により償却しておりま

す。 

────── ────── 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

イ 貸倒引当金 

同左 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

ロ 賞与引当金 

同左 

  ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理しております。 

 在外連結子会社においては、

主に確定拠出型年金制度（401

(K)制度）を採用しているた

め、引当金を計上しておりませ

ん。 

ハ 退職給付引当金 

同左 

ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理しております。 

 在外連結子会社においては、

主に確定拠出型年金制度（401

(K)制度）を採用しているため、

引当金を計上しておりません。 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ニ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金については、

従来、内規に基づき中間期末要

支給額の100％を役員退職慰労

引当金として計上しておりまし

たが、平成18年６月23日開催の

株主総会において役員退職慰労

金制度を廃止し、同日開催の取

締役会において当該廃止日まで

の在任期間に対応する役員退職

慰労金を各役員の退任時に支給

することを決議しております。

それに伴い、役員退職慰労金制

度廃止までの期間に対応する未

払役員退職慰労金相当額137百

万円を固定負債「その他」に含

めて表示しております。 

 なお、前連結会計年度末から

役員退職慰労金制度廃止までの

期間に対応する役員退職慰労金

相当額９百万円は役員退職慰労

引当金繰入額として処理してお

ります。 

────── ニ 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金については、

従来、内規に基づき期末要支給

額の100％を役員退職慰労引当金

として計上しておりましたが、

平成18年６月23日開催の株主総

会において役員退職慰労金制度

を廃止し、同日開催の取締役会

において当該廃止日までの在任

期間に対応する役員退職慰労金

を各役員の退任時に支給するこ

とを決議しております。それに

伴い、役員退職慰労金制度廃止

までの期間に対応する未払役員

退職慰労金相当額137百万円を固

定負債「その他」に含めて表示

しております。 

 なお、前連結会計年度末から

役員退職慰労金制度廃止までの

期間に対応する役員退職慰労金

相当額９百万円は販売費及び一

般管理費（役員退職慰労引当金

繰入額）として処理しておりま

す。 

  ホ 役員賞与引当金  

役員賞与の支出に備えるた

め、当連結会計年度における支

給見込額の当中間連結会計期間

負担額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用しておりま

す。 

これにより営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益

は、それぞれ23百万円減少して

おります。 

────── ホ 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるた

め、当連結会計年度における支

給見込額に基づき計上しており

ます。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益

は、それぞれ47百万円減少して

おります。 

（4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

 なお、在外連結子会社の資産及

び負債は、中間決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の部

における「為替換算調整勘定」に

含めて計上しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 なお、在外連結子会社の資産及

び負債は、決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部にお

ける「為替換算調整勘定」に含め

て計上しております。 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

（6）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

イ 消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理方法は税

抜方式によっております。 

イ 消費税等の会計処理方法 

同左 

イ 消費税等の会計処理方法 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は51,482百万円であります。 

  なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。  

 ────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。これまでの資本の部の合計に相当する金

額は52,832百万円であります。 

  なお、当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） （中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「連結調整勘定」（当中間連結会計期間においては「の

れん」77百万円）は、重要性がないため、当中間連結会

計期間より無形固定資産の「その他」に含めておりま

す。 

────── 

（中間連結損益計算書） （中間連結損益計算書） 

前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」

に含めておりました「投資有価証券売却益」（前中間連

結会計期間０百万円）は、営業外収益の総額の100分の10

を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲記してお

ります。 

前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「投資有価証券売却益」（当中間連結会計期間１百万

円）は、営業外収益の総額の100分の10以下となったた

め、当中間連結会計期間より営業外収益の「その他」に

含めております。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「自己株式の取得による支出」（当中間連結会計期間１

百万円）は、重要性がないため、当中間連結会計期間よ

り「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」

に含めております。 

前中間連結会計期間において「財務活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含めておりました「自己

株式の取得による支出」（前中間連結会計期間１百万

円）は、重要性が増したため、当中間連結会計期間より

区分掲記しております。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

────── 有価証券の償還による収入は、前中間連結会計期間に

おいては「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「有

価証券の売却による収入」として表示しておりました

が、当中間連結会計期間より「有価証券の償還による収

入」として表示しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

               12,322 百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                    13,281百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                    12,831百万円 

※２ 

 中間連結会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。 

 なお、当中間連結会計期間の末日

は金融機関の休日であったため、次

の満期手形が、中間連結会計期間末

日の残高に含まれております。 

  

受取手形        41百万円 

支払手形        78百万円 

※２ 

 中間連結会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。 

 なお、当中間連結会計期間の末日

は金融機関の休日であったため、次

の満期手形が、中間連結会計期間末

日の残高に含まれております。 

  

受取手形        48百万円 

支払手形        75百万円 

※２ 

 期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理

しております。 

 なお、当連結会計年度の末日は金

融機関の休日であったため、次の満

期手形が、当連結会計年度末残高に

含まれております。 

 

受取手形        56百万円 

支払手形        44百万円 

※３ 長期性預金 

当社は、効率的な資金運用を行うた

めに長期の定期預金の預入を行ってお

ります。当該預金の金額及び 終満期

日は次のとおりです。 

なお、当社は上記長期性預金を満期

保有する方針でありますが、当社の都

合により中途解約を行う場合、中途解

約に伴う清算金の支払により元本欠損

する可能性があります。 

終満期日 金額 

平成21年９月30日  500百万円

平成26年９月30日 1,000 

計    1,500百万円

※３ 長期性預金 

同左 

※３ 長期性預金 

同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主なもの 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主なもの 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主なもの 

販売手数料    885百万円

人件費   817百万円

賞与引当金繰
入額 

186百万円

役員賞与引当
金繰入額  

23百万円

退職給付費用       24百万円

役員退職慰労
引当金繰入額 

       9百万円

研究開発費  2,337百万円

販売手数料      784百万円

人件費      839百万円

賞与引当金繰
入額 

   185百万円

退職給付費用        5百万円

研究開発費    2,082百万円

販売手数料  1,738百万円

人件費    1,837百万円

賞与引当金繰
入額 

    189百万円

役員賞与引当
金繰入額  

 47百万円

退職給付費用     25百万円

役員退職慰労
引当金繰入額 

  9百万円

研究開発費 4,536百万円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,271株は単元未満株式の買取請求によるものであります。 

 ２．普通株式の自己株式の株式数の減少820株は単元未満株式の買増請求によるものであります。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 58,584,093 － － 58,584,093 

合計 58,584,093 － － 58,584,093 

自己株式        

普通株式 572,015 1,271 820 572,466 

合計 572,015 1,271 820 572,466 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 870 15.00 平成18年３月31日 平成18年６月23日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月10日 

取締役会 
普通株式 725 利益剰余金  12.50 平成18年９月30日 平成18年12月８日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加501,724株は、会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取

得500,000株、単元未満株式の買取請求によるもの1,724株であります。 

 ２．普通株式の自己株式の株式数の減少206株は単元未満株式の売渡請求によるものであります。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 58,584,093 － － 58,584,093 

合計 58,584,093 － － 58,584,093 

自己株式        

普通株式 573,003 501,724 206 1,074,521 

合計 573,003 501,724 206 1,074,521 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 725 12.50 平成19年３月31日 平成19年６月25日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月９日 

取締役会 
普通株式 718 利益剰余金  12.50 平成19年９月30日 平成19年12月５日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,989株は単元未満株式の買取請求によるものであります。 

 ２．普通株式の自己株式の株式数の減少1,001株は単元未満株式の売渡請求によるものであります。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 58,584,093 - - 58,584,093 

合計 58,584,093 - - 58,584,093 

自己株式        

普通株式 572,015 1,989 1,001 573,003 

合計 572,015 1,989 1,001 573,003 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 870 15.00 平成18年３月31日 平成18年６月26日 

平成18年11月10日 

取締役会 
普通株式 725 12.50 平成18年９月30日 平成18年12月８日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 725 利益剰余金 12.50 平成19年３月31日 平成19年６月25日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金     5,270百万円

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金 

△3 

有価証券に含ま
れる取得日から
３ヶ月以内に償
還期限が到来す
る公社債投信等 

999 

現金及び現金同
等物 

     6,267百万円

現金及び預金     6,940百万円

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金 

△3 

有価証券に含ま
れる取得日から
３ヶ月以内に償
還期限が到来す
る公社債投信等

998 

現金及び現金同
等物 

     7,935百万円

現金及び預金 5,734百万円

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金 

△3 

有価証券に含ま
れる取得日から
３ヶ月以内に償
還期限が到来す
る公社債投信等 

998 

現金及び現金同
等物 

6,730百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

中間期末
残高相当
額 
（百万円） 

機械装置及び
運搬具 

1,623 1,540 82 

工具器具及び
備品 

185 105 79 

計 1,809 1,646 162 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

中間期末
残高相当
額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

1,552 1,541 10 

工具器具及び
備品 

259 162 97 

その他 2 0 2 

計 1,815 1,705 110 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

1,557 1,514 43 

有形固定資産 
「その他」 

201 134 67 

計 1,759 1,648 111 

（2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

（2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

（2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年内  332百万円

１年超 107 

計 439百万円

１年内     134百万円

１年超 78 

計    213百万円

１年内 265百万円

１年超 40 

計 305百万円

（3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

（3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

（3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料    174百万円

減価償却費相

当額 
  98百万円

支払利息相当

額 
  9百万円

支払リース料      177百万円

減価償却費相

当額 
  80百万円

支払利息相当

額 
  5百万円

支払リース料 353百万円

減価償却費相

当額 
188百万円

支払利息相当

額 
17百万円

（4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

有形固定資産については、残存

価額を零とする定率法、無形固

定資産については、残存価額を

零とする定額法によっておりま

す。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 11百万円

１年超 26 

計   37百万円

１年内   14百万円

１年超 12 

計     26百万円

１年内 13百万円

１年超 23 

計 37百万円



（有価証券関係） 

Ⅰ 前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

（1）株式 3,888 7,426 3,537 

（2）債券      

国債・地方債等 1,701 1,692 △9 

社債 12,121 12,078 △43 

その他 1,693 1,860 167 

（3）その他 3,718 3,652 △65 

合計 23,124 26,710 3,586 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

（1）満期保有目的の債券  

コマーシャル・ペーパー 999 

（2）その他有価証券  

非上場株式 8 



Ⅱ 当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

（1）株式 4,031 7,720 3,689 

（2）債券      

国債・地方債等 1,201 1,201 0 

社債 11,910 11,864 △46 

その他 1,818 1,919 101 

（3）その他 2,719 2,627 △91 

合計 21,681 25,334 3,652 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

（1）満期保有目的の債券  

コマーシャル・ペーパー 998 

（2）その他有価証券  

非上場株式 8 



Ⅲ 前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

 当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいてもデリバティ

ブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

（1）株式 3,888 8,093 4,204 

（2）債券      

国債・地方債等 1,551 1,545 △6 

社債 12,119 12,073 △45 

その他 1,743 1,894 151 

（3）その他 2,919 2,879 △40 

合計 22,222 26,485 4,263 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) 満期保有目的の債券  

コマーシャル・ペーパー 998 

(2) その他有価証券  

非上場株式 8 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいても医薬品及び

その関連品の製造、仕入並びに販売という単一セグメントに属する事業を行っているため、記載を省略しておりま

す。 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．日本以外の区分に属する主な国の内訳は次のとおりであります。 

北米    ：米国 

その他の地域：ドイツ、英国 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

北米    ：米国 

その他の地域：ドイツ、英国 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 

その他の地
域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1) 外部顧客に対する売上高 11,278 763 474 12,515 － 12,515 

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 35 199 19 254 (254)  － 

計 11,313 962 493 12,770 (254)  12,515 

営業費用 8,213 1,116 382 9,712 (266)  9,446 

営業利益又は営業損失（△） 3,100 △154 111 3,057 11  3,068 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 

その他の地
域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1) 外部顧客に対する売上高 12,702 816 604 14,124 － 14,124 

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 43 276 21 341 (341)  － 

計 12,745 1,093 626 14,465 (341)  14,124 

営業費用 8,030 1,463 470 9,964 (371)  9,592 

営業利益又は営業損失（△） 4,714 △369 155 4,500 30  4,531 



前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

北米    ：米国 

その他の地域：ドイツ、英国 

３．会計処理の方法の変更 

役員賞与引当金の計上方法の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。 

この変更に伴い、従来の方法に比較して、日本について、当連結会計年度の営業費用は47百万円増加し、

営業利益が同額減少しております。 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 

その他の地
域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1) 外部顧客に対する売上高 21,840 1,552 961 24,353 － 24,353 

(2) セグメント間の内部売上高又は振替高 80 467 33 581 (581) － 

計 21,920 2,019 994 24,934 (581) 24,353 

営業費用 16,178 2,423 757 19,360 (578) 18,781 

営業利益又は営業損失（△） 5,741 △404 236 5,574 (2) 5,571 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北米    ：米国 

その他の地域：中国、イタリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

北米    ：米国 

その他の地域：中国、台湾、スウェーデン 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

北米    ：米国 

その他の地域：中国、台湾、イタリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 2,539 845 3,384 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     12,515 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 20.3 6.7 27.0 

  北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 3,022 1,157 4,179 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     14,124 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 21.4 8.2 29.6 

  北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 4,576 1,823 6,400 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     24,353 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 18.8 7.5 26.3 



（１株当たり情報） 

 （注）１．「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」につきましては、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

２．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

３．１株当たり純資産の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

       887円45銭           941円76銭 910円73銭 

１株当たり中間純利益 １株当たり中間純利益 １株当たり当期純利益 

    34円75銭       50円96銭 60円93銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益（注）１ 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益（注）１ 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益（注）１ 

－ － － 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益      

中間（当期）純利益（百万円） 2,016 2,940 3,534 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － － 

（うち利益処分による役員賞

与金（百万円）） 
(－) (－) (－) 

普通株式に係る中間（当期）純

利益（百万円） 
2,016 2,940 3,534 

普通株式の期中平均株式数 

（千株） 
58,011 57,701 58,011 

 
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） 51,482 54,160 52,832 

純資産の部の合計から控除する

金額（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期

末）の純資産額（百万円） 
51,482 54,160 52,832 

１株当たり純資産額の算定に用

いられた中間期末（期末）の普

通株式の数（千株） 

58,011 57,509 58,011 



（重要な後発事象）  

（2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── ────── 当社は、平成19年５月11日開催の

取締役会において、次のように自己

株式を取得することを決議いたしま

した。 

（１）目的 

資本効率の向上を図るとと

もに、機動的な資本政策の遂

行を可能とするため。 

（２）取得する株式の種類 

当社普通株式 

（３）取得の方法 

市場買付による 

（４）取得する株式の総数 

50万株（上限） 

（発行済株式総数に対する

割合 0.85％） 

（５）株式の取得価額の総額 

７億円（上限） 

（６）取得する期間 

平成19年５月15日から 

平成19年７月31日まで 



２【中間財務諸表等】 

（1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   5,172     6,756     5,577    

２．受取手形 ※２ 428     434     428    

３．売掛金   8,016     7,894     7,107    

４．有価証券   4,853     4,817     4,685    

５．棚卸資産   2,960     3,308     3,329    

６．その他   1,538     1,855     1,336    

貸倒引当金   △1     △0     △0    

流動資産合計     22,968 39.2   25,067 40.3   22,464 37.7 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

（1）建物   3,496     3,555     3,717    

（2）その他   2,523     5,216     3,844    

有形固定資産合計     6,019     8,771     7,562  

２．無形固定資産     353     305     338  

３．投資その他の資産                    

（1）投資有価証券   26,193     24,862     26,136    

（2）長期貸付金   1,814     1,765     1,816    

（3）その他 ※３ 1,727     1,759     1,728    

貸倒引当金   △411     △391     △411    

投資その他の資産
合計     29,324     27,995     29,269  

固定資産合計     35,698 60.8   37,072 59.7   37,170 62.3 

資産合計     58,667 100.0   62,140 100.0   59,635 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形 ※２ 219     270     206    

２．買掛金   457     497     525    

３．未払法人税等   1,338     1,722     920    

４．賞与引当金   553     557     537    

５．役員賞与引当金   23     －     47    

６．その他   2,260     1,806     1,924    

流動負債合計     4,853 8.3   4,854 7.8   4,161 7.0 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金   －     700     －    

２．退職給付引当金   842     395     616    

３．その他   877     1,098     1,217    

固定負債合計     1,720 2.9   2,193 3.5   1,833 3.1 

負債合計     6,573 11.2   7,048 11.3   5,994 10.1 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     3,840 6.6   3,840 6.2   3,840 6.4 

２．資本剰余金                    

（1）資本準備金   5,301     5,301     5,301    

（2）その他資本剰
余金   0     0     0    

資本剰余金合計     5,301 9.0   5,301 8.5   5,301 8.9 

３．利益剰余金                    

（1）利益準備金   705     705     705    

（2）その他利益剰
余金                    

別途積立金   37,109     39,609     37,109    

繰越利益剰余
金   3,619     4,769     4,760    

利益剰余金合計     41,434 70.6   45,084 72.6   42,575 71.4 

４．自己株式     △634 △1.1   △1,327 △2.1   △635 △1.1 

株主資本合計     49,941 85.1   52,899 85.2   51,082 85.6 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評
価差額金     2,151 3.7   2,191 3.5   2,558 4.3 

評価・換算差額等合
計     2,151 3.7   2,191 3.5   2,558 4.3 

純資産合計     52,093 88.8   55,091 88.7   53,640 89.9 

負債純資産合計     58,667 100.0   62,140 100.0   59,635 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     11,313 100.0   12,745 100.0   21,920 100.0 

Ⅱ 売上原価     3,255 28.8   3,636 28.5   6,359 29.0 

売上総利益     8,058 71.2   9,108 71.5   15,560 71.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     4,958 43.8   4,393 34.5   9,819 44.8 

営業利益     3,100 27.4   4,714 37.0   5,741 26.2 

Ⅳ 営業外収益 ※１   294 2.6   362 2.8   649 3.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２   44 0.4   39 0.3   9 0.1 

経常利益     3,350 29.6   5,037 39.5   6,382 29.1 

Ⅵ 特別損失 ※３   － －   － －   68 0.3 

税引前中間（当
期）純利益     3,350 29.6   5,037 39.5   6,313 28.8 

法人税、住民税及
び事業税   1,333     1,724     2,230    

法人税等調整額   △141 1,191 10.5 79 1,803 14.1 58 2,288 10.4 

中間（当期）純利
益     2,158 19.1   3,233 25.4   4,025 18.4 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,840 5,301 － 5,301 705 35,309 4,196 40,211 △634 48,719 

中間会計期間中の変動額                    

別途積立金の積立（注）           1,800 △1,800 －   － 

剰余金の配当（注）             △870 △870   △870 

役員賞与（注）             △65 △65   △65 

中間純利益             2,158 2,158   2,158 

自己株式の取得                 △1 △1 

自己株式の処分     0 0         0 1 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 0 0 － 1,800 △577 1,222 △0 1,222 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
3,840 5,301 0 5,301 705 37,109 3,619 41,434 △634 49,941 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
2,364 2,364 51,084 

中間会計期間中の変動額      

別途積立金の積立（注）     － 

剰余金の配当（注）     △870 

役員賞与（注）     △65 

中間純利益     2,158 

自己株式の取得     △1 

自己株式の処分     1 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△212 △212 △212 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△212 △212 1,009 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
2,151 2,151 52,093 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
3,840 5,301 0 5,301 705 37,109 4,760 42,575 △635 51,082 

中間会計期間中の変動額                    

別途積立金の積立           2,500 △2,500 －   － 

剰余金の配当             △725 △725   △725 

中間純利益             3,233 3,233   3,233 

自己株式の取得                 △691 △691 

自己株式の処分     0 0         0 0 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 0 0 － 2,500 8 2,508 △691 1,817 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
3,840 5,301 0 5,301 705 39,609 4,769 45,084 △1,327 52,899 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
2,558 2,558 53,640 

中間会計期間中の変動額      

別途積立金の積立     － 

剰余金の配当     △725 

中間純利益     3,233 

自己株式の取得     △691 

自己株式の処分     0 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△366 △366 △366 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△366 △366 1,450 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
2,191 2,191 55,091 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,840 5,301 － 5,301 705 35,309 4,196 40,211 △634 48,719 

事業年度中の変動額                    

別途積立金の積立（注）           1,800 △1,800 －   － 

剰余金の配当（注）             △870 △870   △870 

剰余金の配当             △725 △725   △725 

役員賞与（注）             △65 △65   △65 

当期純利益             4,025 4,025   4,025 

自己株式の取得                 △2 △2 

自己株式の処分     0 0         1 1 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
                    

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 0 0 － 1,800 563 2,363 △1 2,362 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
3,840 5,301 0 5,301 705 37,109 4,760 42,575 △635 51,082 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
2,364 2,364 51,084 

事業年度中の変動額      

別途積立金の積立（注）     － 

剰余金の配当（注）     △870 

剰余金の配当     △725 

役員賞与（注）     △65 

当期純利益     4,025 

自己株式の取得     △2 

自己株式の処分     1 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
193 193 193 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
193 193 2,556 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
2,558 2,558 53,640 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

（1）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

（1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

（1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  子会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

子会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  （2）棚卸資産 

商品、貯蔵品 

移動平均法による原価法 

（2）棚卸資産 

商品 

移動平均法による原価法 

（2）棚卸資産 

商品、貯蔵品 

移動平均法による原価法 

  製品、半製品、原材料、仕掛

品 

総平均法による原価法 

製品、半製品、原材料、仕掛

品、貯蔵品 

総平均法による原価法 

（会計方針の変更） 

  当社の貯蔵品の評価方

法は、従来、移動平均法

による原価法を採用して

おりましたが、当中間会

計期間より総平均法によ

る原価法に変更いたしま

した。この変更は、事務

処理の合理化を図るとと

もに、原価管理の充実を

目的として全社的な情報

システムである基幹業務

パッケージを導入したこ

とに伴い、原価計算シス

テムにおける棚卸資産の

評価方法を統一したこと

によるものであります。 

 なお、この変更が中間

財務諸表に与える影響は

軽微であります。 

製品、半製品、原材料、仕掛

品 

総平均法による原価法 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産 

 定率法により償却しており

ます。 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物付

属設備を除く）については、

定額法により償却しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は建物

15～38年、機械及び装置７年

であります。 

（1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。 

 なお、この変更が中間財務諸

表に与える影響は軽微でありま

す。 

（追加情報） 

 当社は法人税法改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に

到達した事業年度の翌事業年度

より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。 

 なお、この変更が中間財務諸

表に与える影響は軽微でありま

す。 

（1）有形固定資産 

 定率法により償却しており

ます。ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建

物付属設備を除く）について

は、定額法により償却してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は建物

15～38年、機械及び装置４～

７年であります。 

  （2）無形固定資産 

 定額法により償却しており

ます。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアは社内における利用可能

期間（３～５年）に基づく定

額法により償却しておりま

す。 

（2）無形固定資産 

同左 

（2）無形固定資産 

同左 

  （3）長期前払費用 

 定額法により償却しており

ます。 

────── ────── 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

（1）貸倒引当金 

同左 

（1）貸倒引当金 

同左 

  （2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しており

ます。 

（2）賞与引当金 

同左 

（2）賞与引当金 

同左 

  （3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理

しております。 

 数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌期から費用処理してお

ります。 

（3）退職給付引当金 

同左 

（3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理

しております。 

 数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌期から費用処理してお

ります。 

  （4）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金について

は、従来、内規に基づき中間

期末要支給額の100％を役員

退職慰労引当金として計上し

ておりましたが、平成18年６

月23日開催の株主総会におい

て役員退職慰労金制度を廃止

し、同日開催の取締役会にお

いて当該廃止日までの在任期

間に対応する役員退職慰労金

を各役員の退任時に支給する

ことを決議しております。そ

れに伴い、役員退職慰労金制

度廃止までの期間に対応する

未払役員退職慰労金相当額

137百万円を固定負債「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

 なお、前事業年度末から役

員退職慰労金制度廃止までの

期間に対応する役員退職慰労

金相当額９百万円は販売費及

び一般管理費（役員退職慰労

引当金繰入額）として処理し

ております。 

────── （4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金について

は、従来、内規に基づき期末

要支給額の100％を役員退職慰

労引当金として計上しており

ましたが、平成18年６月23日

開催の株主総会において役員

退職慰労金制度を廃止し、同

日開催の取締役会において当

該廃止日までの在任期間に対

応する役員退職慰労金を各役

員の退任時に支給することを

決議しております。それに伴

い、役員退職慰労金制度廃止

までの期間に対応する未払役

員退職慰労金相当額137百万円

を固定負債「その他」に含め

て表示しております。 

 なお、前事業年度末から役

員退職慰労金制度廃止までの

期間に対応する役員退職慰労

金相当額９百万円は販売費及

び一般管理費（役員退職慰労

引当金繰入額）として処理し

ております。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  （5）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるた

め、当会計年度における支給見

込額の当中間会計期間負担額を

計上しております。 

（会計方針の変更） 

当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ23百万円減少しておりま

す。 

────── (5) 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額に基づき計上しておりま

す。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、そ

れぞれ47百万円減少しておりま

す。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 

 消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮

受消費税等は相殺せず、それ

ぞれ、流動資産の「その他」

及び、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

消費税等の会計処理について 

 消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

 なお、従来、仮払消費税等

と仮受消費税等は相殺せず、

それぞれ、流動資産の「その

他」及び、流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

したが、当中間会計期間よ

り、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。 

 これにより、流動資産の

「その他」及び流動負債の

「その他」がそれぞれ341百

万円減少しております。 

消費税等の会計処理について 

 消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。これまでの資本の部の合計に相当する金

額は52,093百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。  

 ────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。こ

れまでの資本の部の合計に相当する金額は

53,640百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

          11,017百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

               11,621百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

   11,366百万円

※２ 

 中間会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもっ

て決済処理しております。 

  なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の満

期手形が、中間会計期間末日の残高

に含まれております。 

  

受取手形        41百万円 

支払手形        78百万円 

※２ 

 中間会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもっ

て決済処理しております。 

  なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の満

期手形が、中間会計期間末日の残高

に含まれております。 

  

受取手形        48百万円 

支払手形        75百万円 

※２ 

 期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理

しております。 

 なお、当事業年度の末日は金融機

関の休日であったため、次の満期手

形が、当事業年度末残高に含まれて

おります。 

受取手形        56百万円 

支払手形        44百万円 

※３ 長期性預金 

当社は、効率的な資金運用を行う

ために長期の定期預金の預入を行っ

ております。当該預金の金額及び

終満期日は次のとおりです。 

なお、当社は上記長期性預金を満

期保有する方針でありますが、当社

の都合により中途解約を行う場合、

中途解約に伴う清算金の支払により

元本欠損する可能性があります。 

終満期日 金額 

平成21年９月30日  500百万円

平成26年９月30日 1,000 

計    1,500百万円

※３ 長期性預金 

同左 

※３ 長期性預金 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息       59百万円

有価証券利息  83百万円

受取配当金     70百万円

為替差益       39百万円

受取利息       60百万円

有価証券利息 102百万円

受取配当金    122百万円

為替差益       35百万円

受取利息    120百万円

有価証券利息     176百万円

受取配当金     182百万円

為替差益     128百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの 

投資事業組合損失      10百万円

固定資産除却損    33百万円

支払利息       4百万円

投資有価証券評価損    26百万円

固定資産除却損     5百万円

投資事業組合損失        8百万円

― ― ※３ 特別損失のうち主なもの 

        固定資産除却損      68百万円

４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産   403百万円

無形固定資産    15百万円

長期前払費用     27百万円

有形固定資産  376百万円

無形固定資産   42百万円

有形固定資産    849百万円

無形固定資産     48百万円

長期前払費用     54百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,271株は単元未満株式の買取請求によるものであります。 

 ２．普通株式の自己株式の株式数の減少820株は単元未満株式の買増請求によるものであります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加501,724株は、会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取

得500,000株、単元未満株式の買取請求によるもの1,724株であります。 

 ２．普通株式の自己株式の株式数の減少206株は単元未満株式の売渡請求によるものであります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,989株は単元未満株式の買取請求によるものであります。 

 ２．普通株式の自己株式の株式数の減少1,001株は単元未満株式の売渡請求によるものであります。 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

自己株式        

普通株式 572,015 1,271 820 572,466 

合計 572,015 1,271 820 572,466 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

自己株式        

普通株式 573,003 501,724 206 1,074,521 

合計 573,003 501,724 206 1,074,521 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

自己株式        

普通株式 572,015 1,989 1,001 573,003 

合計 572,015 1,989 1,001 573,003 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

中間期末
残高相当
額 
（百万円） 

機械及び装置 1,623 1,540 82 

工具器具及び
備品 

185 105 79 

計 1,809 1,646 162 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

中間期末
残高相当
額 
（百万円）

機械及び装置 1,552 1,541 10 

工具器具及び
備品 

259 162 97 

その他 2 0 2 

計 1,815 1,705 110 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び装置 1,557 1,514 43 

工具器具及び
備品 

201 134 67 

計 1,759 1,648 111 

（2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

（2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

（2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 332百万円

１年超 107 

計 439百万円

１年内    134百万円

１年超 78 

計    213百万円

１年内 265百万円

１年超 40 

計 305百万円

（3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

（3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

（3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料    174百万円

減価償却費相

当額 
  98百万円

支払利息相当

額 
  9百万円

支払リース料      177百万円

減価償却費相

当額 
   80百万円

支払利息相当

額 
  5百万円

支払リース料 353百万円

減価償却費相

当額 
188百万円

支払利息相当

額 
17百万円

（4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

有形固定資産については、残存

価額を零とする定率法、無形固

定資産については、残存価額を

零とする定額法によっておりま

す。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内  2百万円

１年超 3 

計   6百万円

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内   4百万円

１年超 2 

計    7百万円

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内   4百万円

１年超 4 

計    9百万円



（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 



（重要な後発事象）  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

────── ────── 機能化学品関連事業分社化のための事

業承継会社設立の決議 

 平成19年２月２日開催の取締役会に

おいて、機能化学品関連事業を会社分

割により分離する方針を決定し、平成

19年４月24日開催の取締役会決議に基

づき、会社分割により事業を承継する

子会社を設立いたしました。 

子会社の概要 

（１）会社の名称 

生化学バイオビジネス株式会社

    （２）事業内容 

医薬品原体の販売、試薬・診断

薬の製造・販売 

    （３）設立時期 

平成19年５月18日 

    （４）資本金 

１億円(注) 

    （注）資本金については、平成19年10

月１日予定の事業承継時の想定数

値を記載しております。承継する

資産・負債等については現在検討

中であります。 

────── ────── 当社は、平成19年５月11日開催の取

締役会において、次のように自己株式

を取得することを決議いたしました。

（１）目的 

 資本効率の向上を図るととも

に、機動的な資本政策の遂行を

可能とするため。 

    （２）取得する株式の種類 

当社普通株式 

    （３）取得の方法 

市場買付による 

    （４）取得する株式の総数 

50万株（上限） 

（発行済株式総数に対する割

合 0.85％） 

    （５）株式の取得価額の総額 

７億円（上限） 

    （６）取得する期間 

平成19年５月15日から 

平成19年７月31日まで 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

──────  当社は、平成19年10月１日をもって

機能化学品関連事業を会社分割し、完

全子会社である生化学バイオビジネス

株式会社に承継させました。本施策

は、従来より経営の重点項目として取

り組んでいる個別事業の競争力強化の

具体策として、機能化学品関連事業の

機動的かつ効率的な運営を目的として

実施するものであります。 

（１）承継する資産・負債 

平成19年９月30日現在 

（２）会社分割の方法 

 当社を分割会社とし、生化学

バイオビジネス株式会社を承継

会社とする分社型の簡易吸収分

割によっております。 

流動資産  2,026百万円

固定資産  60百万円

投資その他の資産  4,702百万円

資産合計  6,790百万円

流動負債  262百万円

固定負債  30百万円

負債合計    292百万円

────── 



（2）【その他】 

 平成19年11月９日開催の取締役会において、第62期事業年度の中間配当を行うことを決議いたしました。 

（1）中間配当総額  718百万円 

（2）１株当たりの額  12円50銭 

（3）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成19年12月5日 

（注）平成19年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対して、支払を行いま

す。 



第６【提出会社の参考情報】 

     企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の規定に基づく臨時報告書であります。 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第61期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

（2）有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度（第61期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

   事業年度（第57期）（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） 

   事業年度（第58期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

   事業年度（第59期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

   事業年度（第60期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

   事業年度（第61期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

  

 平成19年６月22日 

 関東財務局長に提出 

  

 平成19年10月26日 

 平成19年11月21日 

 平成19年11月21日 

 平成19年11月21日 

 平成19年11月21日 

 平成19年11月21日 

関東財務局長に提出 

（3）臨時報告書 

  

  

  

 平成19年７月17日 

 関東財務局長に提出 

（4）自己株券買付状況報告書 

   報告期間（自 平成19年５月11日 至 平成19年５月31日） 

   報告期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年６月30日） 

   報告期間（自 平成19年７月１日 至 平成19年７月31日） 

  

 平成19年６月８日 

平成19年７月10日 

平成19年８月10日 

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１８年１２月８日 

生化学工業株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米澤 英樹  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 林  敬子  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

生化学工業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、生化学工業株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に

添付する形で別途保管している。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１９年１２月７日 

生化学工業株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米澤 英樹  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 林  敬子  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている生化学工業株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、生化学工業株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に

添付する形で別途保管している。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１８年１２月８日 

生化学工業株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米澤 英樹  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 林  敬子  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

生化学工業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６１期事業年度の中間会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間

株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、生化学工業株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管している。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１９年１２月７日 

生化学工業株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米澤 英樹  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 林  敬子  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている生化学工業株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第６２期事業年度の中間会計期間（平

成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、生化学工業株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年４

月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管している。 
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